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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
熱伝導性ペーストの製造方法は、熱分解によって熱伝導性と電気絶縁性との性質を兼備す
る酸化アルミニウムが析出する有機アルミニウム化合物を、アルコールに分散してアルコ
ール分散液を作成し、前記アルコールに溶解ないしは混和する第一の性質と、前記アルコ
ールに溶解した溶解液ないしは前記アルコールに混和した混和液は、前記アルコールより
高い粘度を有する第二の性質と、沸点が前記有機アルミニウム化合物の熱分解温度より低
い第三の性質とからなる３つの性質を兼備する有機化合物を、前記アルコール分散液に混
合することによって混合液を作成し、該混合液からなる熱伝導性ペーストを製造する、熱
伝導性ペーストの製造方法。
【請求項２】
請求項１に記載した熱伝導性ペーストの製造方法において、前記有機アルミニウム化合物
が、カルボキシル基を構成する酸素イオンがアルミニウムイオンに配位結合するカルボン
酸アルミニウム化合物である、請求項1に記載した熱伝導性ペーストの製造方法。
【請求項３】
請求項１に記載した熱伝導性ペーストの製造方法において、前記有機化合物が、カルボン
酸ビニルエステル類、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エステル類からなるいずれか
のエステル類、ないしはグリコール類、ないしは液状モノマーからなるいずれかの有機化
合物である、請求項1に記載した熱伝導性ペーストの製造方法。
【請求項４】
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請求項１に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士ない
しは基材同士を接合する第一の接合方法は、請求項１に記載した製造方法に依って熱伝導
性ペーストを製造し、該熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷
し、該部品ないしは該基材を熱処理し、該部品ないしは該基材の表面に、酸化アルミニウ
ムからなる微粒子の集まりを析出させる、さらに、該酸化アルミニウムからなる微粒子の
集まりが析出した前記部品の表面に別の部品を重ね合わせ、該重ね合わされた部品の一方
の部品に圧縮荷重を加える、ないしは、該酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析
出した前記基材の表面に別の基材を重ね合わせ、該重ね合わされた基材の一方の基材に圧
縮荷重を加える、これによって、前記重ね合わされた部品同士ないしは前記重ね合わされ
た基材同士が、前記酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりを介して接合される、請求
項1に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士ないしは
基材同士を接合する第一の接合方法。
【請求項５】
請求項１に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士を接
合する第二の接合方法は、請求項１に記載した製造方法に依って熱伝導性ペーストを製造
し、該熱伝導性ペーストを部品の表面に塗布ないしは印刷し、該熱導電性ペーストの塗布
面ないしは印刷面に別の部品を重ね合わせ、該重ね合わされた部品の一方の部品に圧縮荷
重を加え、該重ね合わされた部品を熱処理することによって、該重ね合わされた部品同士
の間隙に、酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析出するとともに、該酸化アルミ
ニウムからなる微粒子の集まりを介して前記部品同士が接合される、請求項１に記載した
製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士を接合する第二の接合方
法、
ないしは、
請求項１に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、基材同士を接
合する第二の接合方法は、請求項１に記載した製造方法に依って熱伝導性ペーストを製造
し、該熱導電性ペーストを基材の表面に塗布ないしは印刷し、該熱導電性ペーストの塗布
面ないしは印刷面に別の基材を重ね合わせ、該重ね合わされた基材の一方の基材に圧縮荷
重を加え、該重ね合わされた基材を熱処理することによって、該重ね合わされた基材同士
の間隙に、酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析出するとともに、該酸化アルミ
ニウムからなる微粒子の集まりを介して前記基材同士が接合される、請求項1に記載した
製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、基材同士を接合する第二の接合方
法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明における熱伝導性ペーストは、熱分解によって熱伝導性で電気絶縁性の酸化アルミ
ニウムを析出する有機アルミニウム化合物をアルコールに分散し、この分散液に前記有機
アルミニウム化合物の熱分解温度より低い温度で気化する有機化合物を混合して製造する
。この熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布して熱処理すると、酸化アルミ
ニウム微粒子の集まりからなる膜状体が部品ないしは基材の表面に形成され、部品ないし
は基材は新たに熱伝導性で電気絶縁性の性質を持つ。このため、固体の熱伝導性粒子の集
まりを、融解した高分子材料に充填する従来の熱伝導性部品ないしは従来の熱伝導性基材
とは、材料構成と製法とが全く異なるため、従来における問題点を一切持たない。なお、
本発明において基材とは、部品を製作する際に用いる材料を基材と定義する。例えば、銅
板を加工して銅の部品を製造する場合は、銅の部品を加工する際に用いる材料である銅板
が基材になる。
【背景技術】
【０００２】
近年エレクトロニクス技術の発展が目覚しく、これに伴い、電子機器の小型化、軽量化、
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高密度化、高出力化が進み、これによって、電子回路の高密度化に伴う絶縁性に係わる信
頼性の向上や、電子デバイスの発熱と高密度実装とによる電子機器の熱劣化防止に役立つ
放熱性の向上などが強く求められている。
いっぽう、エレクトロニクス分野では、絶縁材の多くは熱伝導性に劣る高分子材料が用い
られている。このため、高分子材料の熱伝導性を高めるために、固体の熱伝導性粒子を熱
伝導の担い手として高分子材料に充填する方法が用いられている。この方法では、熱伝導
性粒子の集まりが、高分子材料の内部に熱伝導経路を形成することで、優れた熱伝導性が
実現する。いっぽう、熱伝導性粒子が高分子材料の内部に熱伝導経路を形成するには、熱
伝導性粒子の充填率を高めることが必要になるが、融解した高分子材料に熱伝導性粒子を
充填させる割合は粘度の上昇によって限度がある。この結果、固体の熱伝導性粒子を高分
子材料に充填させる従来の方法では、高分子材料の熱伝導性の向上には限界がある。
【０００３】
いっぽう、部品ないしは基材に熱伝導性を付与する技術には様々な方法がある。例えば、
特許文献1には、酸化アルミニウムや窒化アルミニウムなどの絶縁性で熱伝導性の球状粒
子を有機結着剤で凝集させた凝集体の製造技術が記載されている。つまり、熱伝導性粒子
同士を有機結着剤を介して凝集させた凝集体を熱伝導の担い手とする。
また、特許文献２には、熱伝導性、制振性、緩衝性を兼備したエラストマー材料の製造技
術が記載されている。つまり、熱可塑性エラストマーの重量に対し、３－１０倍の軟化剤
を加えることで、制振性と緩衝性とを確保し、また、熱伝導性の担い手としてピッチ系炭
素繊維を用い、成形体の体積の１０－４０％の体積割合でピッチ系炭素繊維を充填するこ
とで、制振性と緩衝性とを犠牲にすることなく熱伝導性を確保する、としている。
さらに、特許文献３には、ポリフェニレンサルファイド系樹脂とポリアミド系樹脂とから
なる２種類の樹脂のうちの一方の樹脂を島状構造とし、他方の樹脂を海状構造とする三次
元網目構造を形成し、熱伝導性付与剤を海状構造の樹脂中に偏在させることで、機械的強
度及び成形性を低下させることなく、熱伝導率が向上する樹脂組成物の製造技術が記載さ
れている。つまり、熱伝導性付与剤を海状構造樹脂中に充填させることで、海状構造樹脂
の熱伝導性を高め、海状構造の部分に沿って熱を伝導させ、これによって、樹脂組成物の
熱伝導性を高める、としている。
また、特許文献４には、電気絶縁性を低下させることなく、機械的強度、耐熱性、寸法精
度、薄肉成形性に優れ、且つ熱伝導性の熱硬化性樹脂の成形材料の製造技術が記載されて
いる。つまり、第一のフィラーとして針状形状で、モース硬度が４．５－５．０の値を持
つウォラストナイトを充填することで、引張強度と曲げ強度とを確保し、また、ウォラス
トナイトの熱膨張係数が６．５×１０－６／℃と小さいため、寸法安定性と薄肉成形性が
確保される。さらに、ウォラストナイトの融点が１５４０℃と高いため耐熱性が得られる
。また、第二のフィラーとして絶縁性で熱伝導性であるアルミナの球状粒子を用いること
で、熱硬化性樹脂の電気絶縁性を低下させることなく、熱導電性を向上させる構成として
いる。
【０００４】
しかしながら、特許文献１に記載された技術は、熱伝導性を向上させるうえで次の２つの
問題点を持つ。第一に、溶剤によって有機結着剤を溶解させ、溶解した有機結着剤に熱伝
導性粒子の集まりを分散させたスラリー液を作成した後に、溶剤を気化させて易変形性凝
集体と呼ぶ物質を作成する。この易変形性凝集体における熱伝導性の大きさは、熱伝導性
粒子が互いに接近した構造を取ることに大きく依存する。なぜならば、熱伝導性粒子のみ
が熱伝導の担い手になるからである。熱伝導性粒子を互いに接近させるには、有機結着剤
に対する熱伝導粒子の混合割合を著しく高めることが必要になるが、熱伝導粒子の混合割
合を高めるほど、易変形性凝集体における有機結着剤の割合が減少し、有機結着剤を介し
て球状の熱伝導粒子を結合させることが困難になる問題点を持つ。第二に、易変形性凝集
体を熱伝導性に劣るバインダー樹脂と混合し、この混合物を圧縮することで、熱硬化性の
シートを製作する。なぜならば、易変形性凝集体のみでは熱伝導性シートの製造できない
ため、バインダー樹脂と混合することで易変形性凝集体の集まりを結合させ、バインダー
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樹脂で結合した易変形性凝集体の集まりを圧縮することで、熱伝導性シートが製作できる
。しかしながら、バインダー樹脂は非熱伝導性であるため、バインダー樹脂の混合割合を
低下させなければ、易変形性凝集体の熱伝導性が熱伝導シートに反映されない。いっぽう
、バインダー樹脂の混合割合を低下させるほど、易変形性凝集体同士の結合が困難になり
、熱伝導シートの製作ができないという問題点を持つ。
さらに、特許文献1に記載された技術は、分断された複数の製作工程によって、熱伝導シ
ートを製造するため製造費用が高価になる。また、原料として用いる熱伝導性粒子が、高
価な球状微粒子でかつ使用量が少量でないため、高い付加価値、例えば、金属並みの熱伝
導性を持ち、かつ、絶縁性であればよいが、本技術で得られた熱伝導性は、金属の熱伝導
性より1桁以上低いため、本技術が適応できる製品分野は制限される。
【０００５】
また、前記した特許文献２に記載された技術は、ピッチ系炭素繊維の体積割合に応じて、
エラストマー材料における熱伝導性が増大するが、非常に高価なピッチ系炭素繊維を５０
％体積割合まで増大させても、熱伝導率は８．２１Ｗ／ｍＫであり、製造費用が極めて高
い割には熱伝導率が低い。これは、ピッチ系炭素繊維の熱伝導率が異方性を持っており、
繊維軸方向の熱伝導率が５００Ｗ／ｍＫという大きな熱伝導率を持つが、ピッチ系炭素繊
維を繊維軸方向に配向させてエラストマー材料に充填することが困難であることに依る。
さらに、ピッチ系炭素繊維は、体積抵抗率が２×１０－５ｃｍからなる導電性を持ち、ピ
ッチ系炭素繊維の充填率を高めるほどエラストマー材料は導電性を示す。このため、エラ
ストマー材料が電気絶縁性を保って他の部品と組み合わせる場合は、電気絶縁性で非熱伝
導性の接着剤を用いることになり、エラストマー材料の熱伝導性が非熱伝導性の接着層に
よって損なわれる。また、ピッチ系炭素繊維の体積割合が増えるほど、エラストマー材料
の硬度が増大し、制振性と緩衝性が低下する。従って、本技術についても、適応できる製
品分野は限定される。
【０００６】
さらに、前記した特許文献３に記載された技術は、ポリフェニレンサルファイド系樹脂に
特殊な相溶化剤を混合した第１のマスターバッチを調製する工程と、ポリアミド系樹脂に
表面が改質された熱伝導性付与剤を混合した第２のマスターバッチを調製する工程と、第
１のマスターバッチと第２のマスターバッチを溶融混練する工程との３つの製造工程から
樹脂成形体が製造される。従って、本技術は３つの分断された工程から樹脂成形体が製造
され、また、特殊な相溶化剤を事前に調整する複雑な処理工程と、さらに、熱伝導性付与
剤の表面を事前に改質する処理工程とが必要となるため、樹脂成形体の製造費用は高価な
ものになる。いっぽう、熱伝導性を担う粒子を６０％重量割合で充填させても、樹脂成形
体の熱伝導率は１－２Ｗ／ｍＫと低い。これは、熱伝導性付与剤である熱伝導性粒子をフ
ィラーとして海状構造の樹脂中に充填する割合が、樹脂溶解時の粘度の増大によって制限
され、フィラーを互いに接近させることが困難であることに依る。また、熱伝導性粒子が
導電性を持つ場合は、海状構造の樹脂中に熱伝導性粒子の充填率を高めるほど、海状構造
の樹脂の導電性が増大し、樹脂が海状構造であるため、樹脂成形体の導電率が増大する。
このため、樹脂成形体が電気絶縁性を保って他の部品と組み合わせる場合は、電気絶縁性
で非熱伝導性の接着剤を用いることになり、樹脂成形体の熱伝導性が非熱伝導性の接着層
によって損なわれる。従って、本技術についても、適応できる製品分野は限定される。
【０００７】
また、前記した特許文献４に記載された技術は、第一のフィラーとしてウォラストナイト
の針状粒子を用いることに大きな特徴があるが、第二のフィラーとしてアルミナの粒子を
用いることは、従来の導電性フィラーとしてアルミナ粒子を樹脂に充填させる技術と変わ
りない。このため、アルミナ粒子を充填させる割合は、熱硬化性樹脂の溶解時の粘度の上
昇から８０％重量割合に制限され、８０％の重量割合でアルミナ粒子を充填しても、アル
ミナ粒子同士を互いに熱硬化性樹脂に接近させることは困難であるため、得られた熱硬化
性樹脂の成形体の熱伝導度は１Ｗ／ｍＫ程度に過ぎない。従って、本技術についても、適
応できる製品分野は限定される。
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【０００８】
ここで、部品ないしは基材に熱伝導性を付与する技術に係わる課題を整理する。熱伝導性
を担う物質が、部品ないしは基材において、連続した構造ないしは近接した構造が取れれ
ば、熱伝導経路が部品ないしは基材に形成され、熱伝導性が著しく増大する。いっぽう、
従来技術では、熱伝導性を担う物質の間に必ず非熱伝導性の物質が介在し、これによって
、熱伝導を妨げる抵抗が形成され、熱伝導性の向上が抑制された。このため、第一の課題
は、熱伝導性を担う物質が、部品ないしは基材において、連続した構造ないしは近接した
構造を取ることである。従って、熱伝導性の物質を、非熱伝導性の物質に単に複合化する
ないしは混合する従来技術では、この課題を解決することはできない。
第二の課題は、熱伝導性を担う物質の分散性である。つまり、熱伝導性を担う物質の体積
占有率が増大するほど、部品ないしは基材の内部で、熱伝導性を担う物質同士が互いに接
触ないしは近接する確率が高くなり、これによって、熱伝導性を担う物質が連続した構造
ないしは近接した構造が取りやすくなり、この結果、部品ないしは基材の熱伝導性が増大
する。しかしながら、熱伝導性を担う物質が固体である場合は、部品ないしは基材の内部
に分散できる割合には限度がある。すなわち、従来技術で説明したように、熱伝導性粒子
の充填率を高めるほど、融解した高分子材料の粘度が高まり、融解した高分子材料が押出
や射出といった成形加工ができなくなる。また特許文献２の問題点で説明したように、融
解した高分子材料にピッチ系炭素繊維を繊維軸方向に配向させて分散することは困難であ
る。また、特許文献４における針状粒子を針状方向に配向させて分散することも困難であ
る。このため、固体からなる熱伝導性の物質を、非熱伝導性の物質に複合化するないしは
混合する従来技術では、熱伝導性を担う物質の分散性の課題が解決できない。
第三の課題は、熱伝導性を担う物質の凝集である。つまり、特許文献１、特許文献３およ
び特許文献４には、熱伝導性粒子を融解した高分子材料に充填する技術が記載されている
が、粒子が微細になるほど、また、粒子が対称形状であるほど、粒子が凝集しやすくなる
。粒子の凝集が起こると、部品ないしは基材の内部で粒子が偏在し、結果として前記した
分散性と同様の問題が起こる。従って、微細な粒子や球状粒子を、融解した高分子材料に
充填する従来技術では、熱伝導性を担う物質の凝集の課題が解決できない。
第四の課題は、部品ないしは基材に付与される性質が、熱伝導性が金属に近く、かつ、優
れた絶縁性であることである。特に、エレクトロニクス分野に用いる製品は、こうした性
質が必要となる。つまり、部品ないしは基材に金属に近い熱伝導性が付与されたとしても
、導電性である場合は、電気絶縁性を確保することが必要になり、多くの場合は電気絶縁
性で非熱伝導性である安価な接着剤を用いるが、非熱伝導性の接着層によって、部品同士
ないしは基材同士の熱伝導性を伴った接合ができない。なお、熱伝導性が高いほど、部品
ないしは基材が持つ付加価値は高い。前記した従来技術の熱伝導性は、金属の熱伝導性に
比べ1桁以上熱伝導性が低いため、付加価値は低い。
第五の課題は、安価な製造方法で、部品ないしは基材に熱伝導性を付与できることである
。特に、エレクトロニクス分野に用いる製品は、安価な部品ないしは安価な基材が採用さ
れる。従って、前記した従来技術のように、分断された複数の工程からなる製法や、非常
に高価な原料を用いる製法や、原料に事前処理が必要になる製法を伴う場合は、製造費用
が高騰し、安価な工業用製品を製造する製法として適切でない。
第六の課題は、熱伝導性が付与された部品ないしは基材が、容易に製品として組み付けら
れることである。つまり、安価な製造方法で部品ないしは基材に熱伝導性を付与できても
、容易に製品として組み付けられなければ、部品ないしは基材の付加価値は低い。
第七の課題は、熱伝導性が付与された部品ないしは基材が、軽量で厚みが薄いことである
。特に、エレクトロニクス分野における製品は、小型化、軽量化および薄肉化が進んでい
るため、重量がかさみ、厚みを占有する部品ないしは基材の付加価値は低い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１４－０３２６１号公報
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【特許文献２】特開２０１１－６３７１６号公報
【特許文献３】特開２００９－２６３４７６号公報
【特許文献４】特開２００９－２２１３０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
前記した部品ないしは基材に熱伝導性を付与する課題の多くは、固体の熱伝導性物質を非
熱伝導性物質、例えば融解した高分子材料に複合化ないしは混合することで起こる。従っ
て、固体の熱伝導性物質を非熱伝導性物質に複合化ないしは混合する製法を用いる限り、
これらの課題は解決できない。このため、従来の製法に係わる概念を払拭する全く新たな
製法でない限り、これらの課題は解決できない。このように、全く新規な考え方に基づく
熱伝導性を付与する部品ないしは基材を製造する技術が強く求められている。
本発明が解決しようとする課題は、部品ないしは基材に熱伝導性を付与するに際し、８段
落で説明した７つの課題が同時に解決される全く新たな技術を実現することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
本発明における熱伝導性ペーストの製造方法は、熱分解によって熱伝導性と電気絶縁性と
の性質を兼備する酸化アルミニウムが析出する有機アルミニウム化合物を、アルコールに
分散してアルコール分散液を作成し、前記アルコールに溶解ないしは混和する第一の性質
と、前記アルコールに溶解した溶解液ないしは前記アルコールに混和した混和液は、前記
アルコールより高い粘度を有する第二の性質と、沸点が前記有機アルミニウム化合物の熱
分解温度より低い第三の性質とからなる３つの性質を兼備する有機化合物を、前記アルコ
ール分散液に混合することによって混合液を作成し、該混合液からなる熱伝導性ペースト
を製造する熱伝導性ペーストの製造方法である。
【００１２】
つまり、本製造方法で製造した熱伝導性ペーストを、部品ないしは基材の表面に塗布ない
しは印刷し、この後、部品ないしは基材を熱処理すると、最初にアルコールが気化し、次
に有機化合物が気化し、この後、有機アルミニウム化合物が熱分解し、大きさが１０－１
００ｎｍの範囲に入る粒状の酸化アルミニウム微粒子の集まりが析出し、この酸化アルミ
ニウム微粒子の集まりからなる膜状体が部品ないしは基材の表面に形成される。酸化アル
ミニウムが金属に近い熱伝導性と優れた電気絶縁性との性質を兼備するため、部品ないし
は基材の表面は、新たに金属に近い熱導電性と優れた電気絶縁性との性質を併せ持つ。
つまり、本製造方法における熱伝導性ペーストは、有機アルミニウム化合物のアルコール
分散液に、アルコールに溶解ないしは混和する有機化合物を混合した液状物質からなる。
このため、部品ないしは基材に熱伝導性を付与するに際し、８段落で説明した多くの課題
が同時に解決される全く新たな技術である。従って、固体からなる熱伝導性粒子の集まり
を、融解した高分子材料に充填する従来の熱伝導性部品ないしは熱伝導性基材とは、材料
構成と製法とが全く異なる新規な技術であるため、前記した従来の熱伝導性部品ないしは
熱伝導性基材における問題点を一切持たない。
また、有機アルミニウム化合物と有機化合物とは安価な汎用的な工業用薬品であるため、
熱伝導性ペーストは安価な費用で製造できる。さらに、熱伝導性ペーストを部品なしは基
材の表面に塗布ないしは印刷し、この部品ないしは基材を熱処理するだけで、酸化アルミ
ニウム微粒子の集まりが析出するため、製造費用も安価である。さらに、部品ないしは基
材が、有機アルミニウム化合物の熱分解温度に対する耐熱性を持てば、様々な部品や基材
の表面に熱伝導性で電気絶縁性の性質を併せ持つ酸化アルミニウムの微粒子の集まりから
なる膜状体が形成できる。
さらに、熱伝導性で電気絶縁性の性質を併せ持つ膜状体の厚みは、熱伝導性ペーストの塗
布ないしは印刷した厚みに応じて自在に変えられ、ミクロンレベルのごく薄い厚みが容易
に形成でき、膜状体の重量は１ｇ以下であり、重量をほとんど持たない。
また、酸化アルミニウム微粒子の大きさが、部品ないしは基材の表面粗さより２桁近く小
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さいため、酸化アルミニウム微粒子は部品ないしは基材の表面の凹部にも入り込んで析出
し、部品ないしは基材の表面に、酸化アルミニウム微粒子の集まりの連続構造が形成され
る。このため、部品ないしは基材の表面は、確実に熱導電性と電気絶縁性との性質を併せ
持つことになる。
なお、有機化合物はアルコールに溶解ないしは混和し、有機化合物のアルコール溶解液な
いしはアルコール混和液の粘度はアルコールの粘度より高まり、熱伝導性ペーストの塗布
ないしは印刷が可能になる。熱伝導性ペーストは液状物質であり、従来のペースト材のよ
うに固体の粒子を含まないため粘度は低く、塗布ないしは印刷が容易になる。
以上に説明したように、本製造方法によれば、液状物質からなる熱伝導性ペーストが製造
でき、この熱伝導性ペーストを用いることで、金属に近い熱伝導性で優れた電気絶縁性の
膜状体が部品ないしは基材の表面に形成され、８段落で説明した７つの課題が同時に解決
できる。
また、本熱伝導性ペーストの製造方法は、熱分解によって熱伝導性と電気絶縁性との性質
を兼備する酸化アルミニウムを析出する有機アルミニウム化合物を、アルコールに分散し
てアルコール分散液を作成する第一の工程と、前記アルコールに溶解ないしは混和する第
一の性質と、前記アルコールへの溶解液ないしは前記アルコールへの混和液は、前記アル
コールより高い粘度を有する第二の性質と、沸点が前記有機アルミニウム化合物の熱分解
温度より低い第三の性質とからなる３つの性質を兼備する有機化合物を、前記アルコール
分散液に混合する第二の工程とからなり、これら２つの工程を連続して実施することで、
熱伝導性ペーストが製造される製造方法である。こうした極めて簡単な２つの工程を連続
して実施することで、熱伝導性ペーストが製造できる。また、原料として用いる有機アル
ミニウム化合物と有機化合物とは、いずれも汎用的な安価な工業用薬品である。このため
、本製造方法によれば、極めて安価な製造費用で熱伝導性ペーストが製造できる。
なお、酸化アルミニウムは熱伝導度が４０Ｗ／ｍＫであり、体積抵抗率が１０１４Ωｃｍ
以上である。ちなみに、電子回路のヒートシンクに用いられるアルミニウムの熱伝導率は
２３６Ｗ／ｍＫである。従って、酸化アルミニウム微粒子の集まりからなる膜状体は、金
属に近い熱伝導性と優れた電気絶縁性とを併せ持つ。また、酸化アルミニウムより熱伝導
性が優れた絶縁性材料として窒化アルミニウムがあるが、窒化アルミニウムはその製法に
よって極めて高価な材料である。すなわち、窒化アルミニウムの製法として還元窒化法と
直接窒化法とがある。還元窒化法は、アルミナＡｌ２Ｏ３粒子を出発原料として用い、ア
ルミナ粒子を炭素還元しながら窒化反応によって窒化アルミニウムを製造する。従って、
高純度のアルミナ粒子を用いることで、優れた熱伝導性と絶縁性を兼ねる窒化アルミニウ
ム粒子が製造されるが、長時間の高温加熱処理が必要になり、出発原料のアルミナ粒子の
１０倍近い製造費用が掛かる。いっぽう、直接窒化法は、高純度のアルミニウム粒子を直
接高温環境下で窒化させる製法であるため、還元窒化法に比べると製造時に消費する熱エ
ネルギーは少ないが、高温の反応時に窒化アルミニウム粒子の粒成長と焼結が進み、後処
理として強制粉砕が必須になる。しかしながら、窒化アルミニウムは非常に硬い物質であ
るため、強制粉砕の際に酸素と金属のコンタミネーションを伴う。このため、純度の高い
窒化アルミニウム粒子を製造する費用は、アルミナ粒子の製造費の１０倍に近くなる。
【００１３】
１１段落に記載した熱伝導性ペーストの製造方法において、前記有機アルミニウム化合物
が、カルボキシル基を構成する酸素イオンがアルミニウムイオンに配位結合するカルボン
酸アルミニウム化合物である、１１段落に記載に記載した熱伝導性ペーストの製造方法で
ある。
【００１４】
つまり、本製造方法によれば、カルボキシル基を構成する酸素イオンが、アルミニウムイ
オンに近づいて配位結合するカルボン酸アルミニウム化合物は、熱分解によって熱伝導性
と電気絶縁性との性質を兼備する酸化アルミニウムを析出する。従って、こうしたカルボ
ン酸アルミニウム化合物は、熱伝導性と電気絶縁性との性質を兼備する酸化アルミニウム
を析出する原料になる。
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すなわち、カルボキシル基を構成する酸素イオンが、アルミニウムイオンに近づいて配位
結合するカルボン酸アルミニウム化合物は、最も大きいイオン半径を有するアルミニウム
イオンに配位子イオンである酸素イオンが近づいて配位結合するため、両者の距離は短く
なる。これによって、アルミニウムイオンと配位結合する酸素イオンが、アルミニウムイ
オンの反対側で共有結合するイオンとの距離が最も長くなる。こうした分子構造上の特徴
を持つカルボン酸アルミニウム化合物は、カルボン酸アルミニウム化合物を構成するカル
ボン酸の沸点を超えると、カルボキシル基を構成する酸素イオンがアルミニウムイオンの
反対側で共有結合するイオンとの結合部が最初に分断され、アルミニウムイオンと酸素イ
オンとの化合物である酸化アルミニウムとカルボン酸とに分解する。さらに昇温すると、
カルボン酸が気化熱を奪って気化し、カルボン酸の気化が完了した後に酸化アルミニウム
が析出する。こうしたカルボン酸アルミニウム化合物として、酢酸アルミニウム、カプリ
ル酸アルミニウム、安息香酸アルミニウム、ナフテン酸アルミニウムなどがある。なお、
カルボン酸アルミニウム化合物の熱分解温度は、大気雰囲気では窒素雰囲気より４０℃程
度低い。
このようなカルボン酸アルミニウム化合物をアルコールに分散し、この分散液にカルボン
酸アルミニウム化合物が熱分解される温度より低い沸点を有する有機化合物を混合して熱
伝導性ペーストを作成し、この熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布して熱
処理すると、最初にアルコールが気化し、次に有機化合物が気化し、この後、カルボン酸
アルミニウム化合物が熱分解し、大きさが１０－１００ｎｍの範囲に入る粒状の酸化アル
ミニウム微粒子の集まりが析出し、微粒子の集まりからなるごく薄い膜状体が部品ないし
は基材の表面に形成される。
さらに、前記したカルボン酸アルミニウム化合物は、いずれも容易に合成できる安価な工
業用薬品である。すなわち、カルボン酸を強アルカリと反応させるとカルボン酸アルカリ
金属化合物が生成される。この後、カルボン酸アルカリ金属化合物を無機アルミニウム化
合物と反応させると、カルボン酸アルミニウム化合物が合成される。また、カルボン酸は
有機酸の沸点の中で相対的に低い沸点を有する有機酸であるため、大気雰囲気においては
３００℃程度の比較的低い熱処理温度で熱分解して酸化アルミニウムが析出するため、熱
処理費用も安価で済む。
【００１５】
（削除）
【００１６】
（削除）
【００１７】
１１段落に記載した熱伝導性ペーストの製造方法において、前記有機化合物は、カルボン
酸ビニルエステル類、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エステル類からなるいずれか
のエステル類、ないしはグリコール類、ないしは液状モノマーからなるいずれかの有機化
合物である、１１段落に記載した熱伝導性ペーストの製造方法である。
【００１８】
つまり、カルボン酸ビニルエステル類、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エステル類
からなるいずれかのエステル類、ないしはグリコール類、ないしはスチレンモノマーなど
の液状モノマーからなるいずれかの有機化合物には、第一にアルコールに溶解ないしは混
和し、第二にアルコール溶解液ないしはアルコール混和液は前記アルコールより高い粘度
を有し、第三に熱処理で酸化アルミニウムを析出する有機アルミニウム化合物が熱処理さ
れる温度より低い沸点を有する、これらの３つの性質を兼備するものがある。
熱処理で酸化アルミニウムを析出する有機アルミニウム化合物を、メタノールやｎ－ブタ
ノールなどのアルコールに分散して分散液を作成し、この分散液に前記したいずれかの有
機化合物を混合すると、アルコール分散液より高い粘度を有する液状物質となって熱伝導
性ペーストが製造できる。この熱伝導性ペーストを、部品ないしは基材に塗布ないしは印
刷して熱処理する。最初にアルコールが気化し、次いで有機化合物が気化し、さらに昇温
すると、有機アルミニウム化合物が熱分解して熱伝導性で電気絶縁性の酸化アルミニウム
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微粒子が析出し、この酸化アルミニウムの粒状微粒子の集まりからなる膜状体が、部品な
いしは基材の表面に形成される。
【００１９】
１１段落に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士ない
しは基材同士を接合する第一の接合方法は、１１段落に記載した製造方法に依って熱伝導
性ペーストを製造し、該熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷
し、該部品ないしは該基材を熱処理し、該部品ないしは該基材の表面に、酸化アルミニウ
ムからなる微粒子の集まりを析出させる、さらに、該酸化アルミニウムからなる微粒子の
集まりが析出した部品の表面に別の部品を重ね合わせ、該重ね合わされた部品の一方の部
品に圧縮荷重を加える、ないしは、該酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析出し
た基材の表面に別の基材を重ね合わせ、該重ね合わされた基材の一方の基材に圧縮荷重を
加える、これによって、前記重ね合わされた部品同士ないしは前記重ね合わされた基材同
士が、前記酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりを介して接合される、１１段落に記
載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士ないしは基材同士
を接合する第一の接合方法である。
【００２０】
つまり、本接合方法に依れば、表面に酸化アルミニウム微粒子の集まりが析出した部品な
いしは基材を、別の部品ないしは別の基材と重ね合わせ、一方の部品ないしは一方の基材
に圧縮荷重を加えると、部品同士ないしは基材同士は、酸化アルミニウム微粒子の集まり
を介して接合される。この結果、部品同士ないしは基材同士の間隙には、酸化アルミニウ
ム微粒子の連続構造が形成され、部品同士ないしは基材同士は、優れた熱伝導性と電気絶
縁性を持つ酸化アルミニウムの微粒子の集まりを介して接合される。
すなわち、酸化アルミニウム微粒子の大きさが、部品ないしは基材の表面粗さより２桁近
く小さいため、酸化アルミニウム微粒子は部品ないしは基材の表面の凹部にも入り込んで
析出する。また、酸化アルミニウム微粒子の集まりに圧縮荷重が加えられると、酸化アル
ミニウム微粒子は部品ないしは基材の表面の凹部に食い込む。さらに、酸化アルミニウム
微粒子は粒状形状であるため、酸化アルミニウム微粒子は互いに点接触に近い接触で接し
ているため、複数の接触点に過大な摩擦熱が発生し、摩擦熱で微粒子同士が互いに接合さ
れる。このため、一定の接合強度を持って部品同士ないしは基材同士が接合される。
例えば、ヒートシンクの表面に酸化アルミニウム微粒子の集まりを析出させ、ヒートシン
クをプリント基板に載せて圧縮荷重を加えると、硬度が大きい酸化アルミニウム微粒子の
集まりが、ヒートシンクの表面とプリント基板の表面とに食い込むとともに、酸化アルミ
ニウムの微粒子同士が互いに接触する部位で発生する摩擦熱で接合する。この結果、ヒー
トシンクとプリント基板とは、酸化アルミニウム微粒子の集まりを介して接合される。こ
れによって、プリント基板の熱が酸化アルミニウム微粒子の集まりを介して効率よくヒー
トシンクに伝達され、ヒートシンクから大気に放出される。従って、プリント基板に多く
の発熱素子を実装しても、プリント基板に実装された半導体素子が熱劣化することはない
。なお、発熱素子としては、例えば、発光ダイオード素子、ワイドギャップ半導体からな
るＩＣチップないしはＩＧＢＴチップないしはパワーＭＯＳＦＥＴなどの発熱素子が挙げ
られる。
【００２１】
　１１段落に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士を
接合する第二の接合方法は、１１段落に記載した製造方法に依って熱伝導性ペーストを製
造し、該熱伝導性ペーストを部品の表面に塗布ないしは印刷し、該熱導電性ペーストの塗
布面ないしは印刷面に別の部品を重ね合わせ、該重ね合わされた部品の一方の部品に圧縮
荷重を加え、該重ね合わされた部品を熱処理することによって、該重ね合わされた部品同
士の間隙に、酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析出するとともに、該酸化アル
ミニウムからなる微粒子の集まりを介して前記部品同士が接合される、１１段落に記載し
た製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、部品同士を接合する第二の接合
方法である、
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ないしは、
１１段落に記載した製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、基材同士を接
合する第二の接合方法は、１１段落に記載した製造方法に依って熱伝導性ペーストを製造
し、該熱導電性ペーストを基材の表面に塗布ないしは印刷し、該熱導電性ペーストの塗布
面ないしは印刷面に別の基材を重ね合わせ、該重ね合わされた基材の一方の基材に圧縮荷
重を加え、該重ね合わされた基材を熱処理することによって、該重ね合わされた基材同士
の間隙に、酸化アルミニウムからなる微粒子の集まりが析出するとともに、該酸化アルミ
ニウムからなる微粒子の集まりを介して前記基材同士が接合される、１１段落に記載した
製造方法に依って製造した熱伝導性ペーストを用いて、基材同士を接合する第二の接合方
法である。
【００２２】
つまり、本接合方法に依れば、一対になった部品ないしは基材の間隙に、粒状の酸化アル
ミニウム微粒子の集まりが析出し、酸化アルミニウム微粒子の硬度が大きいため、印加さ
れた圧縮荷重で部品ないしは基材の表面に酸化アルミニウム微粒子が食い込む。また粒状
の酸化アルミニウム微粒子が、点接触に近い状態で互いに接触しているため、圧縮荷重を
受けると、複数の接触点に過大な摩擦熱が発生し、酸化アルミニウムの微粒子同士が摩擦
熱で互いに接合される。この結果、一定の接合強度を持って部品同士ないしは基材同士が
、熱伝導性と電気絶縁性との性質を兼備する酸化アルミニウム微粒子の集まりからなるご
く薄い膜を介して接合される。
例えば、基板の表面に熱伝導性ペーストを印刷ないしは塗布し、この基板に金属箔を載せ
て圧縮荷重を加えて熱処理すると、析出した硬度が大きい酸化アルミニウムの微粒子の集
まりが、基板の表面と金属箔の表面とに食い込むとともに、酸化アルミニウムの微粒子同
士が互いに接触する部位で発生する摩擦熱で接合する。この結果、基板と金属箔とは、酸
化アルミニウム微粒子の集まりを介して接合される。この後、金属箔を導体パターンが形
成されたプリント配線に加工とすると、酸化アルミニウムが化学的に極めて安定であるた
め、酸化アルミニウム微粒子の集まりが残存してプリント基板が作成される。このプリン
ト基板においては、プリント配線の熱が、効率よく酸化アルミニウム微粒子の集まりから
なる膜状体に伝達され、この膜状体から大気に放出される。従って、プリント配線に多く
の発熱素子を実装しても、プリント配線に実装された半導体素子が熱劣化することはない
。なお、発熱素子としては、例えば、発光ダイオード素子、ワイドギャップ半導体からな
るＩＣチップないしはＩＧＢＴチップないしはパワーＭＯＳＦＥＴなどの素子が挙げられ
る。
【００２３】
（削除）
【００２４】
（削除）
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】（削除）
【図２】（削除）
【発明を実施するための形態】
【００２６】
実施形態１
本実施形態は、熱分解で酸化アルミニウムを析出する原料に係わる実施形態である。
熱分解で酸化アルミニウムを析出する物質が、熱伝導性ペーストを構成するには、液相化
しなければならない。水酸化アルミニウム、塩化アルミニウム、硝酸アルミニウム、硫酸
アルミニウムなどの無機アルミニウム化合物は、液相化された無機アルミニウム化合物に
アルミニウムイオンが溶出し、多くのアルミニウムイオンが酸化アルミニウムの析出に参
加できなくなる。従ってアルミニウム化合物は溶剤に溶解せず、溶剤に分散する性質が必
要になる。
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また、アルコールなどの汎用的な有機溶剤に分散できれば、アルミニウム化合物が溶剤中
に均一に分散するため、熱伝導性ペーストの原料になる。無機アルミニウム化合物は、ア
ルコールに分散しない。このため、熱分解で酸化アルミニウムを析出する物質は、無機ア
ルミニウム化合物ではなく有機アルミニウム化合物が望ましい。
さらに、有機アルミニウム化合物は熱分解で酸化アルミニウムを析出しなければならない
。いっぽう、有機アルミニウム化合物から酸化アルミニウムが生成される化学反応の中で
、最も簡単な化学反応に熱分解反応がある。つまり、有機アルミニウム化合物のアルコー
ル分散液を昇温するだけで、有機アルミニウム化合物が熱分解して酸化アルミニウムが析
出する。さらに、有機アルミニウム化合物の合成が容易であれば、有機アルミニウム化合
物を安価に製造できる。こうした性質を兼備する有機アルミニウム化合物にカルボン酸ア
ルミニウム化合物がある。
つまり、カルボン酸アルミニウム化合物を構成する物質の中で、最も大きい共有結合半径
を持つ物質はアルミニウムイオンである。いっぽう、アルミニウムイオンとカルボキシル
基を構成する酸素イオンとが共有結合するカルボン酸アルミニウム化合物は、アルミニウ
ムイオンと酸素イオンとの距離が最大になる。こうした分子構造上の特徴を持つカルボン
酸アルミニウム化合物を昇温させると、カルボン酸の沸点において、カルボン酸とアルミ
ニウムとに分解する。さらに昇温すると、カルボン酸が気化熱を奪って気化し、カルボン
酸の気化が完了した後にアルミニウムが析出する。従って、熱分解によって酸化アルミニ
ウムを析出するカルボン酸アルミニウム化合物は、アルミニウムイオンと結合する酸素イ
オンとの距離が短く、酸素イオンがアルミニウムイオンの反対側で結合するイオンと結合
する距離が最も長い分子構造上の特徴を持つ必要がある。つまり、カルボン酸アルミニウ
ム化合物を昇温させると、カルボン酸の沸点において、酸素イオンがアルミニウムイオン
の反対側で結合するイオンと結合する部位が最初に切れ、酸化アルミニウムとカルボン酸
とに分解する。このような分子構造上の特徴を持つカルボン酸アルミニウム化合物は、カ
ルボキシル基を構成する酸素イオンが配位子になってアルミニウムイオンに近づいて配位
結合するカルボン酸アルミニウム化合物である。
また、有機アルミニウム化合物の中でカルボン酸アルミニウム化合物は、合成が容易で、
安価な有機アルミニウム化合物である。つまり、カルボン酸を水酸化ナトリウムなどの強
アルカリ溶液と反応させると、カルボン酸アルカリ金属化合物が生成される。このカルボ
ン酸アルカリ金属化合物を、硫酸塩などの無機アルミニウム塩と反応させると、カルボン
酸アルミニウム化合物が生成される。また、カルボン酸は沸点が低い有機酸であるため、
熱分解温度が比較的低い。このため、カルボキシル基を構成する酸素イオンが、配位子と
なってアルミニウムイオンに近づいて配位結合するカルボン酸アルミニウム化合物は、安
価な工業用薬品であり、熱処理費用も安価で済む。
こうしたカルボン酸アルミニウム化合物として、酢酸アルミニウム、カプリル酸アルミニ
ウム、安息香酸アルミニウム、ナフテン酸アルミニウムなどが挙げられる。
【００２７】
実施形態２
本実施形態は、第一にアルコールに溶解ないしは混和し、第二にアルコール溶解液ないし
はアルコール混和液が、アルコールより高い粘度を有し、第三にカルボン酸アルミニウム
化合物を熱分解する温度より低い沸点を有する有機化合物に関する実施形態である。つま
り、こうした３つの性質を兼備する有機化合物を、カルボン酸アルミニウム化合物のアル
コール分散液に混合させると、アルコール分散液より高い粘度を有する液状物質となって
熱伝導性ペーストが製造できる。この熱伝導性ペーストを、部品ないしは基材に塗布ない
しは印刷して熱処理すると、最初にアルコールが気化し、次いで有機化合物が気化し、さ
らに昇温すると、有機アルミニウム化合物が熱分解して酸化アルミニウム微粒子の集まり
が析出し、この酸化アルミニウムの粒状微粒子の集まりからなる膜状体が、部品ないしは
基材の表面に形成される。
このような有機化合物として、カルボン酸ビニルエステル類、アクリル酸エステル類、メ
タクリル酸エステル類などのエステル類、グリコール類、ないしは、スチレンモノマーな
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どの液状モノマーに、前記した３つの性質を兼備するものがある。
カルボン酸ビニルエステル類は、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、カプロ
ン酸ビニル、カプリル酸ビニル、カプリン酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ミリスチン酸ビ
ニル、パルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、ピパリン酸ビニル、オクチル酸ビニル
、モノクロロ酢酸ビニル、アジピン酸ビニル、クロトン酸ビニル、安息香酸ビニルなど様
々なカルボン酸ビニルがある。
例えば、酢酸ビニルは化学式がＣＨ３ＣＯＯ－ＣＨ２で示され、メタノールに溶解し、メ
タノールより高い粘性を持ち、沸点がメタノールより高い７２．７℃である。従って、カ
ルボン酸アルミニウム化合物をメタノールに分散し、この分散液に酢酸ビニルを混合する
と、混合した酢酸ビニルの量に応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペース
トを製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その
後、大気雰囲気で熱処理すると、メタノールが気化した後に酢酸ビニルが気化し、この後
、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分解し、酸化アルミニウムの微粒子の集まりからな
るごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形成される。なお、酢酸ビニルは、酢酸とビ
ニルアルコールとを反応させたエステルで、ポリ酢酸ビニルの合成に用いる原料であって
、汎用的な工業用薬品である。
また、モノクロロ酢酸ビニルは化学式がＣｌ－ＣＨ２ＣＯＯ－ＣＨ＝ＣＨ２で示され、ｎ
－ブタノールに溶解し、沸点がｎ－ブタノールより高い１３６℃である。従って、カルボ
ン酸アルミニウム化合物をｎ－ブタノールに分散し、この分散液にモノクロロ酢酸ビニル
を混合すると、混合したモノクロロ酢酸ビニルの量に応じて粘度が増大する。このような
方法で熱伝導性ペーストを製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布な
いしは印刷する。その後、大気雰囲気で熱処理すると、ｎ－ブタノールが気化した後にモ
ノクロロ酢酸ビニルが気化し、この後、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分解され、金
属酸化物の微粒子の集まりからなるごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形成される
。なお、モノクロロ酢酸ビニルは、アクリルゴムの架橋サイトとして用いられている汎用
的な工業用薬品である。
さらに、アクリル酸エステル類は、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブ
チル、アクリル酸２エチルヘキシルなどの様々なアクリル酸エステルがある。
例えば、アクリル酸メチルは化学式がＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯＯＣＨ３で示され、メタノール
に溶解し、沸点がメタノールより高い８０℃である。従って、カルボン酸アルミニウム化
合物をメタノールに分散し、この分散液にアクリル酸メチルを混合すると、アクリル酸メ
チルの量に応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペーストを製造し、熱伝導
性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その後、大気雰囲気で熱
処理すると、メタノールが気化した後にアクリル酸メチルが気化し、この後、カルボン酸
アルミニウム化合物が熱分解し、酸化アルミニウム微粒子の集まりからなるごく薄い膜が
、部品ないしは基材の表面に形成される。なお、アクリル酸メチルはアクリル樹脂の原料
であって、汎用的な工業用薬品である。
また、アクリル酸ブチルは、化学式がＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯＯＣ４Ｈ９で示され、ｎ－ブタ
ノールに溶解し、沸点がｎ－ブタノールより高い１４８℃である。従って、カルボン酸ア
ルミニウム化合物をｎ－ブタノールに分散し、この分散液にアクリル酸ブチルを混合する
と、アクリル酸ブチルの量に応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペースト
を製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その後
、大気雰囲気で熱処理すると、ｎ－ブタノールが気化した後にアクリル酸ブチルが気化し
、この後、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分解され、金属酸化物微粒子の集まりから
なるごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形成される。なお、アクリル酸ブチルは、
アクリル酸とｎ－ブタノールを反応させたエステルで、繊維処理剤、粘接着剤、塗料、合
成樹脂、アクリルゴム、エマルションの原料として使用される汎用的な工業用薬品である
。
また、メタクリル酸エステル類は、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリ
ル酸シクロヘキシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ラウリル、メタク
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リル酸アルキル、メタクリル酸トリデシル、メタクリル酸ステアリルなど様々なメタクリ
ル酸エステルがある。
例えば、メタクリル酸エチルは、化学式がＨ２Ｃ＝Ｃ（ＣＨ３）ＣＯＯＣ２Ｈ５で示され
、メタノールに溶解し、沸点がメタノールより高い１１７℃である。従って、カルボン酸
アルミニウム化合物をメタノールに分散し、この分散液にメタクリル酸エチルを混合する
と、メタクリル酸エチルの量に応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペース
トを製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その
後、大気雰囲気で熱処理すると、メタノールが気化した後にメタクリル酸エチルが気化し
、この後、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分解し、酸化アルミニウムの微粒子の集ま
りからなるごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形成される。なお、メタクリル酸エ
チルは、顔料、塗料、接着剤、繊維処理剤、成形材料、歯科用材料の原料として用いられ
ている汎用的な工業用薬品である。
さらに、メタクリル酸ｎブチルは、化学式がＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）ＣＯＯ（ＣＨ２）３ＣＨ

３で示され、ｎ－ブタノールに溶解し、沸点がｎ－ブタノールより高い１６３．５℃であ
る。従って、カルボン酸アルミニウム化合物をｎ－ブタノールに分散し、この分散液にメ
タクリル酸ｎブチルを混合すると、メタクリル酸ｎブチルの量に応じて粘度が増大する。
このような方法で熱伝導性ペーストを製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表
面に塗布ないしは印刷する。その後、大気雰囲気で熱処理すると、ｎ－ブタノールが気化
した後にメタクリル酸ｎブチルが気化し、この後、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分
解され、金属酸化物微粒子の集まりからなるごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形
成される。なおメタクリル酸ｎブチルは、塗料、分散剤、繊維処理剤の原料として用いら
れている汎用的な工業用薬品である。
さらに、スチレンモノマーは、化学式がＣ６Ｈ５ＣＨ＝ＣＨ２で示され、ｎ－ブタノール
と混和し、沸点がｎ－ブタノールより高い１４５℃の液状モノマーである。カルボン酸ア
ルミニウム化合物をｎ－ブタノールに分散し、この分散液にスチレンモノマーを混合する
と、スチレンモノマーの量に応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペースト
を製造し、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その後
、大気雰囲気で熱処理すると、ｎ－ブタノールが気化した後にスチレンモノマーが気化し
、この後、カルボン酸アルミニウム化合物が熱分解され、酸化アルミニウム微粒子の集ま
りからなるごく薄い膜が、部品ないしは基材の表面に形成される。なお、スチレンモノマ
ーは、ポリスチレンを始めとして、発泡ポリスチレン、アクリロニトリル・スチレン、ア
クリロニトリル・ブタジエン・スチレン、不飽和ポリエステルなどの合成樹脂の原料とな
る汎用的な工業用薬品である。
また、化学式がＣ２Ｈ４（ＯＨ）２で示されるエチレングリコールは、ｎ－ブタノールと
混和し、沸点が１９７．３℃の液状モノマーである。さらに、化学式が（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ
Ｈ）２Ｏで示されるジエチレングリコールはｎ－ブタノールと混和し、沸点が２４４．３
℃の液状モノマーである。さらに、化学式がＣ３Ｈ６（ＯＨ）２で示されるプロピレング
リコールは、ｎ－ブタノールと混和し、沸点が１８８．２℃の液状モノマーである。さら
に、ジプロピレングリコールは、化学式が（Ｃ３Ｈ６ＯＨ）２Ｏで示され、ｎ－ブタノー
ルと混和し、沸点が２３２．２℃の液状モノマーである。また、トリプロピレングリコー
ルは、化学式がＨ（ＯＣ３Ｈ６）３ＯＣＨ３で示され、ｎ－ブタノールと混和し、沸点が
２６５．１℃の液状モノマーである。従って、カルボン酸アルミニウム化合物をｎ－ブタ
ノールに分散し、この分散液に前記したグリコール類を混合すると、グリコール類の量に
応じて粘度が増大する。このような方法で熱伝導性ペーストを製造し、熱伝導性ペースト
を部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷する。その後、大気雰囲気で熱処理すると
、ｎ－ブタノールが気化した後にグリコール類が気化し、この後、カルボン酸アルミニウ
ム化合物が熱分解され、酸化アルミニウム微粒子の集まりからなるごく薄い膜が、部品な
いしは基材の表面に形成される。また、グリコール類は、樹脂の中間原料として用いるほ
か、溶剤としての性質に優れ、さらに湿潤作用、保湿作用、保存作用、乳化作用、高沸点
、低凝固点などの特長を活かして、食品、医薬品、化粧品、熱媒、冷媒、不凍液などに幅
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広く用いられる汎用的な工業用薬品である。
【００２８】
（削除）
【００２９】
（削除）
【００３０】
実施例１
本実施例は、アルミニウム板の表面に、酸化アルミニウムの微粒子の集まりを析出させる
実施例である。なお、熱伝導性ペーストを部品ないしは基材の表面に塗布ないしは印刷し
て熱処理し、部品ないしは基材の表面に形成される酸化アルミニウムの微粒子の集まりか
らなる膜状体の厚みは、塗布ないしは印刷した熱伝導性ペーストの厚みと、熱伝導性ペー
ストにおけるカルボン酸アルミニウム化合物の混合割合とで一義的に決まる。
本実施例におけるアルミニウム板は、２ｃｍ×２ｃｍで、板厚が２ｍｍである。また、酸
化アルミニウムの原料は、安息香酸アルミニウムＡｌ（Ｃ６Ｈ５ＣＯＯ）３（例えば、三
津和化学薬品株式会社の製品）を用いた。有機化合物は沸点が２４５℃のジエチレングリ
コールを用いた。アルコールは、試薬1級のｎ－ブタノールを用いた。
安息香酸アルミニウムを１０重量％としてｎ－ブタノールに分散し、この分散液にジエチ
レングリコールが５重量％になるように混合し、熱伝導性ペーストを作成した。この熱伝
導性ペーストを、前記したアルミニウム板の表面にスクリーン印刷した。スクリーン印刷
にあたっては、厚みが６０μｍで開口率が３７％のスクリーンを用い、マイクロテック社
の印刷装置ＭＴ－３２０ＴＶを用いて印刷した。
熱伝導性ペーストが印刷された試料を、大気雰囲気で熱処理した。最初に、１２０℃に昇
温してｎ－ブタノールを気化させ、さらに、２５０℃に昇温してジエチレングリコールを
気化させ、３１０℃に1分間放置して安息香酸アルミニウムを熱分解した。
次に、試料の表面を電子顕微鏡で観察した。電子顕微鏡は、ＪＦＥテクノリサーチ株式会
社の極低加速電圧ＳＥＭを用いた。この装置は１００Ｖからの極低加速電圧による表面観
察が可能で、試料に導電性の被膜を形成せずに直接試料の表面が観察できる特徴を持つ。
最初に、反射電子線の９００－１０００Ｖの間にある２次電子線を取り出して画像処理を
行った。表面には４０－６０ｎｍの大きさからなる粒状粒子が、表面全体に形成されてい
ることが分かった。次に、反射電子線の９００－１０００Ｖの間にあるエネルギーを抽出
して画像処理を行い、画像の濃淡によって材質の違いを観察した。濃淡が認められなかっ
たので、同一の物質から形成されていることが分かった。さらに、特性エックス線のエネ
ルギーとその強度を画像処理し、基板表面に形成された微粒子を構成する元素を分析した
。酸素原子がアルミニウム原子より過剰に存在していることが確認できた。さらに、試料
の断面の観察から、粒状微粒子が２００層に近い厚みで多層構造を形成していることが分
かった。以上の表面観察の結果から、４０－６０ｎｍの大きさの幅に入る酸化アルミニウ
ムの粒状微粒子の集まりが、２００層前後の層をなして析出していることが確認できた。
【００３１】
　　　実施例２
本実施例は、前記した実施例１で作成した試料を、アルミナ基板に接合させる実施例であ
る。本実施例は、硬い酸化アルミニウムからなる微粒子を介して、プリント回路板の中で
最も硬いアルミナ基板と、ヒートシンクを構成するアルミニウム板とを接合する実施例で
、ヒートシンクとプリント回路板とは、金属に近い熱伝導性と優れた電気絶縁性の性質を
兼備する酸化アルミニウムの微粒子の集まりからなる膜状体で接合される。なお、アルミ
ナ基板は、グリーンシートと呼ばれるアルミナにタングステンなどでパターンを形成して
積層したものを焼成して製造する。最も高価なプリント基板であるが、高周波特性と熱伝
導率に優れるため、主にＵＨＦ帯やＳＨＦ帯のパワー回路などに限定して使用されている
。
アルミナ基板は９６％の酸化アルミニウムからなり、大きさが６０ｃｍ×５０ｃｍで、厚
さが０．５ｍｍからなる（例えば株式会社フォノン明和の製品）。このアルミナ基板の表
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面に、実施例１で製作したアルミニウム板の６個を離散的に載せ、６個のアルミニウム板
に治具を用いて５０トン／ｃｍ２の圧縮荷重を同時に加え、６個のアルミニウム板をアル
ミナ基板に接合した。アルミニウム板が接合された部位を切断し、切断面を前記した電子
顕微鏡で観察した。この結果、酸化アルミニウム微粒子がアルミニウム板の表面とアルミ
ナ基板の表面との双方に食い込むとともに、隣接する酸化アルミニウム微粒子同士が接合
され、酸化アルミニウム微粒子の集まりが約９μｍの厚さからなる多層構造を形成してい
た。この結果、酸化アルミニウム微粒子がアルミニウム板の表面とアルミナ基板の表面と
の双方に食い込むとともに、隣接する酸化アルミニウム微粒子同士が接合され、酸化アル
ミニウム微粒子の集まりが約９μｍの厚さからなる多層構造を形成していた。このため酸
化アルミニウム微粒子の集まりによって、アルミナ基板とアルミニウム板とが確実に絶縁
化されるとともに、酸化アルミニウム微粒子を介して、アルミナ基板の熱が効率よくアル
ミニウム板に伝導され、アルミニウム板から大気に熱が放出される。さらに、アルミニウ
ム板の接合強度を引張試験機によって調べた結果、引張応力は６０ＭＰａに近い引張強度
を有した。
【００３２】
　　　実施例３
本実施例は、金属箔を酸化アルミニウムの微粒子の集まりを介して金属板に接合し、これ
によって、メタル基板を製造する実施例である。従来のメタル基板は、プリント配線が形
成される金属箔を、非熱伝導性の接着剤によって金属板に接着していたため、接着層が熱
抵抗を形成し、金属箔の熱が金属板に伝導しにくい構造であった。本実施例に依れば、優
れた熱伝導性と絶縁性とを兼備する酸化アルミニウム微粒子の集まりを介して、金属箔が
金属板に接合されるため、金属箔の熱が金属板に効率よく伝導される。なお、金属箔とし
てアルミ箔を、金属板として銅板を用いることもできる。
本実施例では、厚みが３５μmからなる銅箔を１０ｃｍ×１０ｃｍに切断した。また、ア
ルミニウム板は厚みが１ｍｍからなり、１２ｃｍ×１２ｃｍの大きさに切断した。また実
施例３と同様に、酸化アルミニウムの原料は安息香酸アルミニウムを用い、有機化合物は
ジエチレングリコールを用い、アルコールは試薬1級のｎ－ブタノールを用いた。
実施例１と同様に、安息香酸アルミニウムを１０重量％として、ｎ－ブタノールに分散し
、この分散液にジエチレングリコールが５重量％になるように混合し、熱伝導性ペースト
を作成した。この熱伝導性ペーストを、前記したアルミニウム板の表面にスクリーン印刷
した。スクリーン印刷にあたっては、実施例１と同様のスクリーン印刷機を用いた。
次に、熱伝導性ペーストが印刷されたアルミニウム板の表面に、前記した銅箔を載せ、治
具を用いて１０トン／ｃｍ２の圧縮荷重を銅箔全体に加え、窒素雰囲気で熱処理した。最
初に、１２０℃に昇温してｎ－ブタノールを気化させ、さらに、２５０℃に昇温してジエ
チレングリコールを気化させ、３５０℃に1分間放置して安息香酸アルミニウムを熱分解
した。
さらに、得られた試料を切断し、切断面を前記した電子顕微鏡で観察した。この結果、酸
化アルミニウム微粒子がアルミニウム板の表面と銅箔の表面との双方に食い込むとともに
、隣接する酸化アルミニウム微粒子同士が接合され、酸化アルミニウム微粒子の集まりが
約８μmの厚さからなる多層構造を形成していた。また、銅箔の接合強度を引張試験機に
よって調べた結果、引張応力は１０ＭＰａに近い引張強度を有した。
なお、本実施例で製造した片面銅張メタル基板に対して、エッチングレジストからなるド
ライフィルムを銅箔にラミネートし、露光と現像とエッチングとエッチングレジストのは
く離とによって、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線とすると、酸化アルミニ
ウムは化学的に極めて安定な物質であるため、酸化アルミニウム微粒子はアルミ板の表面
に残留し、絶縁性の熱伝導層として作用する。こうしたメタル基板をプリント基板として
用いると、プリント配線に実装される発熱素子の熱が、酸化アルミニウム微粒子の集まり
からなる膜状体によって、効率よくアルミ板に伝わる。このため、酸化アルミニウム微粒
子の集まりからなる膜状体とアルミ板とはヒートシンクの作用を発揮し、プリント配線に
多くの発熱素子を実装しても、プリント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
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なお本実施例では、銅箔をアルミ板の片面にのみ接合したが、本実施例に準じて、アルミ
板の両面に銅箔を接合することができる。これによって、両面銅張メタル基板が製造され
る。この両面銅張メタル基板についても、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線
とすることができる。片面銅張メタル基板と同様に、酸化アルミニウム微粒子の集まりは
アルミ板の表面に残留するため、酸化アルミニウム微粒子の集まりからなる膜状体とアル
ミ板とはヒートシンクの作用を発揮し、プリント配線に多くの発熱素子を実装しても、プ
リント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
【００３３】
　　　実施例４
本実施例は、ガラス繊維からなる布を重ね合わせ、これをエポキシ樹脂に含浸させて製造
したガラスエポキシ樹脂からなる基板の両面に、プリント配線板を構成する金属箔を、酸
化アルミニウム微粒子の集まりを介して接合し、これによって、両面銅張ガラスエポキシ
樹脂基板を製造する実施例である。従来の両面銅張ガラスエポキシ樹脂基板は、プリント
配線板を構成する銅箔を、非熱伝導性の接着剤によって、ガラスエポキシ樹脂からなる基
板の両面に接着していたため、接着層がガラスエポキシ樹脂と共に熱抵抗を形成し、金属
箔の熱が伝導しにくい構造であった。本実施例に依れば、優れた熱伝導性と絶縁性を兼備
する酸化アルミニウム微粒子を介して、両面の銅箔がガラスエポキシ樹脂基板に接合され
るため、両面の銅箔の熱が酸化アルミニウム微粒子の集まりに効率よく伝導される。なお
、金属箔としてアルミ箔を用いることもできる。また、本実施例では、熱分解温度が３５
０℃以上のガラスエポキシ樹脂を用いる。
本実施例では、厚みが３５μｍからなる銅箔を１０ｃｍ×１０ｃｍに切断した。また、ガ
ラスエポキシ樹脂基板の厚みが０．６ｍｍからなり、１２ｃｍ×１２ｃｍの大きさに切断
した。また、実施例１と同様に、酸化アルミニウムの原料は安息香酸アルミニウムを用い
、有機化合物はジエチレングリコールを用い、アルコールは試薬1級のｎ－ブタノールを
用いた。
実施例１と同様に、安息香酸アルミニウムを１０重量％として、ｎ－ブタノールに分散し
、この分散液にジエチレングリコールが５重量％になるように混合し、熱伝導性ペースト
を作成した。この熱伝導性ペーストを、ガラスエポキシ樹脂の両面に１０ｃｍ×１０ｃｍ
の面積でスクリーン印刷した。スクリーン印刷は、実施例１と同様のスクリーン印刷機を
用いた。
熱伝導性ペーストが印刷されたガラスエポキシ樹脂の両面に、前記した銅箔を載せ、治具
を用いて１０トン／ｃｍ２の圧縮荷重を加え、窒素雰囲気で熱処理した。最初に、１２０
℃に昇温してｎ－ブタノールを気化させ、さらに、２５０℃に昇温してジエチレングリコ
ールを気化させ、３５０℃に1分間放置して安息香酸アルミニウムを熱分解した。
さらに、得られた試料を切断し、切断面を前記した電子顕微鏡で観察した。この結果、酸
化アルミニウム微粒子が銅箔の表面とガラスエポキシ樹脂基板の表面との双方に食い込む
とともに、隣接する酸化アルミニウム微粒子同士が接合され、酸化アルミニウム微粒子の
集まりが約８μｍの厚さからなる多層構造を形成していた。また、銅箔の接合強度を引張
試験機によって調べた結果、引張応力は１０ＭＰａに近い引張強度を有した。
本実施例で製造した両面銅張ガラスエポキシ樹脂基板に対して、エッチングレジストから
なるドライフィルムを銅箔にラミネートし、露光と現像とエッチングとエッチングレジス
トのはく離とによって、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線とすると、酸化ア
ルミニウムは化学的に極めて安定な物質であるため、酸化アルミニウム微粒子の集まりは
、ガラスエポキシ樹脂基板の表面に残留し、絶縁性の熱伝導層として作用する。こうした
両面銅張ガラスエポキシ樹脂基板をプリント基板として用いると、プリント配線に実装さ
れる発熱素子の熱が、酸化アルミニウム微粒子の集まりからなる膜状体に伝わり、この膜
状体から大気に発散される。このため、プリント配線に多くの発熱素子を実装しても、プ
リント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
さらに、本実施例で製造した両面銅張ガラスエポキシ樹脂基板を用いて多層基板を製造す
る際は、プリント配線が形成された内層基板を、プリント配線が形成されていない２枚の
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外層基板で挟み、圧縮荷重を加えると、酸化アルミニウム微粒子の集まりを介して基板同
士が接合される。従来は、プリプレグと呼ばれる接着シートを介して基板同士を積層する
ため、非熱伝導性の接着シートによって熱伝導性がさらに悪化する。この後、穴あけ加工
を行い、貫通穴の内側を銅メッキし、さらに、内層基板と同様に外層基板にプリント配線
を形成する。このようにして製造した多層基板をプリント基板として用いると、プリント
配線に実装される発熱素子の熱が、酸化アルミニウム微粒子からなる膜状体に伝わり、こ
の膜状体から大気に発散される。さらに、多層基板の内部に酸化アルミニウム微粒子から
なる膜状体が形成されているため、多層基板内部の熱は、酸化アルミニウム微粒子からな
る膜状体に伝わり、膜状体の側面から大気に発散される。このため、プリント配線に多く
の発熱素子を実装しても、プリント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
【００３４】
実施例５
本実施例は、ベースフィルムとなるポリイミドフィルムの片面に熱伝導性ペーストを印刷
し、この上に銅箔を載せて圧縮荷重を加えて熱処理し、析出した酸化アルミニウム微粒子
の集まりを介して、ベースフィルムを銅箔と接合させる実施例である。従来は、ベースフ
ィルムとなるポリイミドフィルムと銅箔とを、非熱伝導性の接着剤によって接着し、この
後、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線とし、さらに、カバーフィルムとなる
ポリイミドフィルムをプリント配線に接着剤によって接着していたため、２層からなる非
熱伝導性の接着層がポリイミドフィルムと共に熱抵抗を形成し、プリント配線に実装され
た発熱素子の熱が伝導しにくい構造であった。なお、ポリイミドフィルムは、４００℃を
超える耐熱性を持つ。
本実施例では、厚みが１２μｍからなる銅箔を、２ｃｍ×１０ｃｍに切断した。ポリイミ
ドフィルムの厚みが２５μｍからなり、２．５ｃｍ×１１ｃｍの大きさに切断した。また
、実施例３と同様に、酸化アルミニウムの原料は安息香酸アルミニウムを用い、有機化合
物はジエチレングリコールを用い、アルコールは試薬1級のｎ－ブタノールを用いた。
実施例１と同様に、安息香酸アルミニウムを１０重量％として、ｎ－ブタノールに分散し
、この分散液にジエチレングリコールが５重量％になるように混合し、熱伝導性ペースト
を作成した。この熱伝導性ペーストを、ポリイミドフィルムの表面に２ｃｍ×１０ｃｍの
面積でスクリーン印刷した。スクリーン印刷は、実施例１と同様のスクリーン印刷機を用
いた。
熱伝導性ペーストが印刷されたポリイミドフィルムの上に、前記した銅箔を載せ、治具を
用いて１０トン／ｃｍ２の圧縮荷重を加え、窒素雰囲気で熱処理した。最初に、１２０℃
に昇温してｎ－ブタノールを気化させ、さらに、２５０℃に昇温してジエチレングリコー
ルを気化させ、３５０℃に1分間放置して安息香酸アルミニウムを熱分解した。
さらに、得られた試料を切断し、切断面を前記した電子顕微鏡で観察した。この結果、酸
化アルミニウム微粒子が銅箔の表面とガラスエポキシ樹脂基板の表面との双方に食い込む
とともに、隣接する酸化アルミニウム微粒子同士が接合され、酸化アルミニウム微粒子の
集まりが約８μｍの厚さからなる多層構造を形成していた。また、銅箔の接合強度を引張
試験機によって調べた結果、引張応力は１０ＭＰａに近い引張強度を有した。
本実施例で製造した片面銅張ポリイミドフィルムに対して、エッチングレジストからなる
ドライフィルムを銅箔にラミネートし、露光と現像とエッチングとエッチングレジストの
はく離とによって、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線とすると、酸化アルミ
ニウムは化学的に極めて安定な物質であるため、酸化アルミニウム微粒子の集まりは、ポ
リイミドフィルムの表面に残留し、絶縁性の熱伝導層として作用する。この後、前記した
方法に準じて、ポリイミドフィルムの片面に酸化アルミニウムの微粒子の集まりを析出さ
せ、このポリイミドフィルムをカバーフィルムとして、導体パターンが形成されたプリン
ト配線の上に載せて圧縮荷重を加えると、ポリイミドフィルムが酸化アルミニウム微粒子
の集まりを介してプリント配線に接合し、片面フレキシブル基板が製作される。この片面
フレキシブル基板は、プリント配線の上下に酸化アルミニウム微粒子の膜状体が形成され
るため、プリント配線に実装される発熱素子の熱が、酸化アルミニウム微粒子の集まりか
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らなる膜状体に伝わり、この膜状体から大気に発散される。このため、プリント配線に多
くの発熱素子を実装しても、プリント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
なお、両面フレキシブル基板の製作に当たっては、ベースフィルムの両面に熱伝導性ペー
ストを印刷し、ベースフィルムの両面に銅箔を載せ、圧縮荷重を加えて熱処理する。さら
に、銅箔を導体パターンが形成されたプリント配線とする。さらに、カバーフィルムとし
て用いるポリイミドフィルムの片面に、酸化アルミニウム微粒子の集まりを析出させ、こ
のポリイミドフィルムの２枚の各々を、導体パターンが形成されたプリント配線に接合さ
せると、両面フレキシブル基板が製作される。この両面フレキシブル基板は、プリント配
線の上下とカバーフィルムの内側の４カ所に、酸化アルミニウム微粒子の膜状体が形成さ
れるため、プリント配線に実装される発熱素子の熱が、酸化アルミニウム微粒子の集まり
からなる膜状体に伝わり、膜状体から大気に発散される。このため、プリント配線に多く
の発熱素子を実装しても、プリント配線に実装された半導体素子は熱劣化しない。
以上に、酸化アルミニウム微粒子の集まりを介して、金属板とプリント基板との接合、お
よび、金属箔とプリント基板との接合に係わる実施例を説明した。いずれの実施例におい
ても、安価な工業用薬品からなる熱伝導性ペーストを接合面に印刷して熱処理し、この後
、接合面を重ね合わせ、重ね合わされた被接合体に圧縮荷重をかける、ないしは、熱伝導
性ペーストを接合面に印刷して接合面を重ね合わせ、重ね合わされた被接合体に圧縮荷重
をかけて熱処理するという極めて簡単な処理によって、酸化アルミニウム微粒子の集まり
を介して、接合面同士が金属に近い熱伝導性と優れた絶縁性の膜状体を介して接合される
。このため、部品ないしは基材が熱処理温度に対する耐熱性を持てば、実施例に限定され
ることなく、異質の材質の組み合わせであっても、どのような材質の組み合わせであって
も部品同士ないしは基材同士の接合が容易にできる。また、接合面の清浄化、平坦化や、
接合面の溶融や軟化を伴う高温処理などの一切の事前処理が不要である。これによって、
安価な費用で部品同士ないしは基材同士の接合ができる。この結果、部品同士ないしは基
材同士が、金属に近い熱伝導性と優れた絶縁性の膜状体を介して接合される。
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